
（平成２１年４月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岩手国民年金 事案 420（事案 282の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 46年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、集金人のＡさんに、家族の分と一緒に納

付したのに自分の分だけが未納となっていたため申立てを行い、委員会審

議の結果、非あっせんとなった。前回の申立ての際は、関係人への事情聴

取はして欲しくないとしたが、申立期間の保険料納付について正しく判断

していただくためには関係人への事情聴取は不可欠と思い直した。また、

国民年金へ加入手続をした時期についても家業の養殖産物を切り替えた年

であったことを思い出したので、この件の再調査をして欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間を含む昭和 42 年４月から 46 年３月までの申立てについては、

申立期間当時の国民年金保険料の集金人に関する周辺事情及び集金状況に

ついて、申立人が関係人からの事情聴取を希望していないため調査できず、

具体的状況が不明であったこと等により、既に当委員会の決定に基づき平

成 20年 11月 26日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

   しかしながら、申立期間当時の国民年金保険料の集金状況について、新

たに関係人から調査した結果、申立人の近隣の住人は申立期間当時の国民

年金保険料は区長が集金していたと証言していること、また、Ｂ市保管の

資料によると、申立人が居住するＤ地区の昭和 43年度の区長は「Ａ氏」で

あったことが確認できることから、申立人の夫が昭和 44年３月ごろＡ氏を



通して申立人の国民年金の加入手続を行ったとする申立人の主張は、基本

的に信用できる。 

   さらに、申立人は、申立人の国民年金保険料納付を開始した時期を昭和

44年４月分からであったとしており、その理由として、前年の 43年に海水

温の急激な変化により申立人の夫が経営する海苔養殖に甚大な被害が発生

したため、養殖の主力産物を海苔からわかめに転換し、このわかめ養殖の

最初の収穫の年である 44年春から申立人の保険料納付を始めたとしている。

この海苔養殖の被害について、Ｂ市では、昭和 43年度は申立人が居住する

Ｄ地区の海苔養殖が未曽有の大不作であったことが資料から確認できると

しており、申立人の説明と符合する。 

加えて、申立人は申立期間の国民年金保険料は申立人の家族の分と一緒に

集金人へ納付したとしており、Ｂ市保管の被保険者名簿によると、申立期間

における同居の親族はすべて同一の日に現年度納付されている上、申立期間

直後の昭和 46 年度以降については申立人と同居の親族の保険料は同一日に

現年度納付されており、家族揃
そろ

って集金人へ納付していたとする申立人の主

張に不自然さはみられない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 



岩手厚生年金 事案 278 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る

資格喪失日（平成 13年 12月 11日）及び資格取得日（平成 14年２月１日）を取り消

し、申立期間の標準報酬月額を 30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

てないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年 12月 11日から 14年２月１日まで 

私は、Ａ社に入社してから平成 14 年３月 31日に退職するまで同じ業務に従事し

ていた。 

申立期間に係る給与明細書を提出するので、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所の記録では、Ａ社に

おいて平成２年６月 21日に厚生年金保険の資格を取得し、13年 12月 11日に資格を

喪失後、14年２月１日に同社において再度資格を取得しており、13年 12月 11日から

14年２月１日までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言により、申立人が申立期間に当

該事業所に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書から、申立人は申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、平成 13年 10月の社会保険事務所の記録及び

給与明細書の保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、当時の資料を保管していないので不明としているが、厚生年金

基金及び厚生年金保険の記録における資格喪失日がともに平成13年12月11日となっ

ており、申立事業所が加入していた厚生年金基金及び社会保険事務所の双方が誤って

同じ日を記録したとは考え難い。また、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失



及び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すると

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の

届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月及び 14年

１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



岩手厚生年金 事案 281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る

記録を昭和 44年 11月１日とし、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とすること

が必要である。 

なお、申立期間①の事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②について、事業主は、申立人が昭和 48年４月１日にＢ社Ｃ支店に

おいて厚生年金保険の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが

認められることから、申立人に係る厚生年金保険の資格喪失日を同日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を８万 6,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 10月 31日から同年 11月１日まで 

  ② 昭和 48年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社に係る資格喪失日は昭和 44年 10月 31日に、Ｂ社Ｃ

支店に係る資格喪失日は 48年３月 31日となっている旨の回答を得た。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、Ｂ社が保管している人事カードの記録、雇用保

険の加入記録及び厚生年金基金の加入記録から判断すると、申立人がＢ社系列のグル

ープ会社に継続して勤務し（昭和 44年 11月１日にＡ社からＤ社に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、社会保険事務所の記録及び厚生年金基金加入員

資格喪失届の記録から３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、厚生年金基金加入員資格喪失届の資格喪失年月日が昭和 44年 10月 31日から

同年 11月１日に訂正されていることについて、事業主は、当該訂正時の状況は確認で

きず、厚生年金保険料納付義務の履行及び正しい届出がされたか否かについては不明

であるとしている。このことについては、事業主が昭和 44年 11月１日を厚生年金保

険の資格喪失日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10 月



31日と誤って記録することは考え難いことから、当初、事業主は、同年 10月 31日を

厚生年金保険の資格喪失日として届け出たことが推認できるが、厚生年金基金の資格

喪失日について訂正の手続が行われた可能性があり、その場合には、厚生年金保険に

ついて同様に事業主が資格喪失日の訂正に係る手続を行った蓋然性があることから、

事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

Ｂ社Ｃ支店に係る申立期間②については、Ｂ社が保管している人事記録及び厚生年

金基金の加入記録により、申立人が申立期間に同社Ｃ支店に勤務していたことが認め

られる。 

また、Ｂ社が保管している厚生年金基金加入員資格喪失届によると、申立人のＢ社

Ｃ支店における資格喪失年月日は昭和 48年４月１日となっている。さらに、事業主は、

申立期間当時、厚生年金保険の資格の得喪の届出書は複写式で厚生年金基金の資格得

喪の届出書と一体のものであったとしており、厚生年金基金に提出された届出書と同

一のものが社会保険事務所に提出されたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 48年４月１日にＢ社Ｃ支店

において厚生年金保険の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったこと

が認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、社会保険事務所の昭和 48年２月の記録から８万

6,000円とすることが妥当である。 

 

 



岩手厚生年金 事案 282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 43年４

月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録

を昭和 44年３月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円とすることが必要

である。 

なお、各事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

  ② 昭和 44年２月 28日から同年３月１日まで 

  ③ 昭和 45年５月 21日から同年６月１日まで 

私は、昭和42年４月１日から45年５月31日までＡ社に継続して勤務していたが、

社会保険庁の記録では、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無かった。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社が保管している辞令簿及び雇用保険の加入記録から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 43年４月１日に同社本社から同

社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、社会保険事務所の昭和 43年２月の記録から２

万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和

43年４月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の



告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②については、Ａ社が保管している辞令簿及び雇用保険の加入記録から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 44年３月１日に同社Ｂ支店から

同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、社会保険事務所の昭和 44年１月の記録から２

万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和

44年３月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 28

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間③については、Ａ社が保管している辞令簿によると、申立人の退社年月

日は昭和 45年５月 20日と記録されているほか、申立人が同社退社後に勤務した事

業所が保管している人事カードにおいても、申立人に係るＡ社の退社年月日は同日

と記録されていることが確認できる。 

また、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について、複数の同僚に照会

したが、これらを確認できる関連資料、証言を得ることはできなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿を確認したところ、申立人の資格喪失日は昭和 45 年５月 21

日、資格喪失届の受付年月日は同年５月 28日と記録されているほか、申立期間にお

いて申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無く、社会保険事

務所の事務処理に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 283                  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 20年 11月４日まで 

   ② 昭和 22年９月１日から 24年４月 20日まで 

  申立期間については、脱退手当金が支給されているとのことであるが、申請手続

や受給の覚えが無いので納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間をそ

の計算の基礎とするものであるが、申立期間①及び申立期間②の間の被保険者期間に

ついては、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、未

請求期間に勤務した２事業所は、いずれも、申立期間に係る事業所（本社）の営業所

に当たり、これを失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者期間と申立

期間である２回の被保険者期間は、社会保険庁の記録不備により確認できなかった未

請求期間を除き、同一番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間

が存在することは事務処理上不自然である。 

また、申立期間に係る事業所の厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 24 年４月の前後２年以内に資格喪失

した女性被保険者は６名おり、全員が脱退手当金の支給要件を満たしているが、支給

記録があるのは申立人のみとなっているほか、申立期間に係る事業所で当時庶務係長

を務めていた者から、脱退手当金の代理請求を行っていなかったとの証言が得られた

ことから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給したとは認められない。 



岩手厚生年金 事案 284 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額か

ら認定された標準賞与額（37 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標

準賞与額に係る記録を、37万 8,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

      ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いこ

とが分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険

事務所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づ

く標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、申立人の標準賞与額については、賞

与明細書において確認できる保険料控除額から、①平成 15 年８月 12 日につい

ては 37万 8,000円とし、②平成 15年 12月 29日については 37万 8,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していない

と回答していることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる



保険料控除額から認定された標準賞与額（申立期間①は 37万 8,000円、申立期

間②は 37万 8,000円）に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



岩手厚生年金 事案 285 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額か

ら認定された標準賞与額（33 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標

準賞与額に係る記録を、33万 6,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

      ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いこ

とが分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険

事務所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。したがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書

において確認できる保険料控除額から、①平成 15 年８月 12 日については 33 万

6,000円とし、②平成 15年 12月 29日については 33万 6,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回



答していることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料

控除額から認定された標準賞与額（申立期間①は 33 万 6,000 円、申立期間②は

33万 6,000円）に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



岩手厚生年金 事案 286 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額か

ら認定された標準賞与額（32万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額

に係る記録を、32万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

      ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いこ

とが分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険

事務所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。したがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書

において確認できる保険料控除額から、①平成 15年８月 12日については 32万

円とし、②平成 15年 12月 29日については 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回

答していることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料



控除額から認定された標準賞与額（申立期間①は 32万円、申立期間②は 32万円）

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。



岩手厚生年金 事案 287 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額か

ら認定された標準賞与額（①平成 15 年８月 12 日は 38 万円、②平成 15 年 12 月

29日は 37万 3,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 38万円、申立期間②は 37万 3,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

      ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いこ

とが分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険

事務所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づ

く標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、申立人の標準賞与額については、賞

与明細書において確認できる保険料控除額から、①平成 15 年８月 12 日につい

ては 38万円とし、②平成 15年 12月 29日については 37万 3,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していない



と回答していることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる

保険料控除額から認定された標準賞与額（申立期間①は 38万円、申立期間②は

37万 3,000円）に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



岩手厚生年金 事案 288 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額か

ら認定された標準賞与額（37 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標

準賞与額に係る記録を、37万 5,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いこ

とが分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険

事務所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づ

く標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、申立人の標準賞与額については、賞

与明細書において確認できる保険料控除額から、①平成 15 年８月 12 日につい

ては 37万 5,000円とし、②平成 15年 12月 29日については 37万 5,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していない



と回答していることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる

保険料控除額から認定された標準賞与額（申立期間①は 37万 5,000円、申立期

間②は 37万 5,000円）に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



岩手厚生年金 事案 289 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（31万 1,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額に係る

記録を、31万 1,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から、①平成 15年８月 12日については 31万 1,000円とし、②平成 15年 12月

29日については 31万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認



定された標準賞与額（申立期間①は 31万 1,000円、申立期間②は 31万 1,000円）に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



岩手厚生年金 事案 290 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（25万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額に係る

記録を、25万 8,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から、①平成 15年８月 12日については 25万 8,000円とし、②平成 15年 12月

29日については 25万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認



定された標準賞与額（申立期間①は 25万 8,000円、申立期間②は 25万 8,000円）に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



岩手厚生年金 事案 291 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（24万 1,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額に係る

記録を、24万 1,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から、①平成 15年８月 12日については 24万 1,000円とし、②平成 15年 12月

29日については 24万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認



定された標準賞与額（申立期間①は 24万 1,000円、申立期間②は 24万 1,000円）に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



岩手厚生年金 事案 292 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（23万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額に係る

記録を、23万 8,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から、①平成 15年８月 12日については 23万 8,000円とし、②平成 15年 12月

29日については 23万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認



定された標準賞与額（申立期間①は 23万 8,000円、申立期間②は 23万 8,000円）に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



岩手厚生年金 事案 293 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（21万 8,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間①及び②の標準賞与額に係る

記録を、21万 8,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 12日 

             ② 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から、①平成 15年８月 12日については 21万 8,000円とし、②平成 15年 12月

29日については 21万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認



定された標準賞与額（申立期間①は 21万 8,000円、申立期間②は 21万 8,000円）に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



岩手厚生年金 事案 294 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（22万 5,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、

22万 5,000円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 29日 

 年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無いことが

分かった。 

勤務先の事業所では、賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務

所への賞与支払届を提出していないことが分かったので、私の年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。し

たがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保険料控

除額から 22万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付していないと回答してい

ることから、社会保険事務所は、賞与明細書において確認できる保険料控除額から認

定された標準賞与額（22 万 5,000 円）に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 



岩手国民年金 事案 421 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年６月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月から 46年３月まで 

 申立期間当時、私は両親と妹と同居しており、父が私と妹の国民年金保

険料を集金に来た方に納付していた。昭和 43年５月に勤めていた会社を

私が退職した際に、父が私の勤務先で年金手帳を受け取りすぐに手続した

旨母が話していたと妹から聞いている。妹は 44年７月からずっと納付済

みとなっているのに、私の分が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父が国民年金への加入手続及び国民年金保険料の納

付を行っていたとしているが、申立人自身は直接関与しておらず、申立人

が当時同居していた家族からも具体的な証言が得られなかったため、加入

手続及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 47年 12月に払い出されてお

り、申立期間の一部は時効により国民年金保険料を納付することができず、

その他の期間についても払出し時点では過年度保険料となることから、集金

による納付はできない期間となる。 

さらに、申立人の父が申立人の勤務先で年金手帳を受け取った後すぐに手

続を行ったのであれば、厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 43 年５

月から申立期間直前の 44 年５月までの期間も国民年金加入期間となるが、

当該期間は未加入期間となっており、申立人の主張は合理的でない。 

加えて、申立人は他市町村へ住所を移動していないとしていることなどか

ら、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 



その上、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人の保険料が納付されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人は、申立期間以前に勤務していた事業所が申立人の年金手帳

を預かっていたと主張しているが、申立人が当該事業所に勤務していた当時、

厚生年金保険被保険者に対して交付されていたのは年金手帳ではなく、カー

ド状の厚生年金保険被保険者証であった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



岩手国民年金 事案 422 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52年 12月から 56年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 12月から 56年６月まで 

私は退職後、旧姓のときに国民年金の加入手続をし、Ａ区Ｂ支所の窓口

に納付書で数回納めた。その後、Ｃ区Ｄに移住しＥ姓となり、Ｆ銀行Ｇ支

店の窓口で納付した。未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ区Ｂ支所で国民年金の加入手続をしたとしているが、一方で、

Ｃ区に引っ越した際、Ｃ区役所で手続をしたとするなど申立人の主張には一

貫性が無い。 

また、申立人は、旧姓のときに国民年金の加入手続をし、国民年金保険料

を納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 56 年９月

にＨ町で払い出されており、Ａ区を管轄するＩ社会保険事務所及びＣ区を管

轄するＪ社会保険事務所では、52 年 12 月から婚姻した 53 年９月までの期

間において申立人の旧姓での国民年金手帳記号番号が払い出された事実は

確認できないことから、申立人に対して納付書が発行されることはなく、保

険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



岩手国民年金 事案 423 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成２年４月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成２年４月まで 

私は市役所で国民年金の加入手続をした。１回目は市役所で納付し、２

回目からはＡ銀行で口座振替により納付した。未加入とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間当時の国民年金保険料は、申立人の長女の保険料と一緒

に納付していたとしているが、社会保険庁のオンライン記録によると、申立

人の長女は申立期間を含む昭和 62 年６月から平成４年４月までの期間は、

未加入となっており、保険料を一緒に納付したとする申立人の主張は合理的

でない。 

また、申立人は、市役所で国民年金の加入手続をし、口座振替により国民

年金保険料を納付したとしているが、申立人に国民年金手帳記号番号が払い

出された事実は確認できず、市役所でも国民年金被保険者名簿が作成された

事実は無いことから、口座振替により保険料を納付することはできなかった

ものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



岩手厚生年金 事案 279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から 31年 10月 28日まで 

私は、申立期間当時、Ａ社に勤務していた。申立期間について厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言により、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所は昭和 40年３月 31日に全喪しており、当時の資料は既に

廃棄されていることから、申立内容を裏付ける関連資料は得られなかった。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人が一緒に入社したとする

同僚にも、申立期間に厚生年金保険被保険者記録が無い。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者原票を確認したところ、申立期間において申立人の記録が無い上、健

康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月１日から 41年８月 30日まで 

② 昭和 45年４月８日から同年５月１日まで 

私は、申立期間①について、Ａ社に勤務した。会社が連鎖倒産し長期間給与

が未払いであったが、会社を辞めるまで健康保険被保険者証を持っていた記憶

がある。また、申立期間②について、Ｂ社に勤務した。申立期間について、厚

生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①について、複数の同僚の証言により申立人が同社に勤務

していたことは推認できるが、申立人は同社を昭和 40 年３月末に退職したと供

述している。 

また、当該事業所は、昭和 46年４月１日に全喪しており、当時の事業主は、「当

時の資料は無く不明である。」と回答していることから関連資料を確認できず、

申立人の申立内容を裏付ける証言を得ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者原票を確認したところ、申立期間について申立人の記録が無い上、健

康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

Ｂ社に係る申立期間②について、複数の同僚の証言により申立人が同社に勤務

していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所の経理担当者は、当時は月の途中に入社した人を翌月から

厚生年金保険に加入させていたと証言しており、月の途中に入社した複数の同僚

も入社の翌月から厚生年金保険被保険者の加入記録があり、申立人の申立内容を

裏付ける証言を得ることができなかった。 

また、当該事業所から提出された申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険



者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」、「健康保険厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書」等及び社会保険事務所が保管している健康保険厚生年金保険被

保険者原票は、いずれも昭和 45年５月１日資格取得、47年９月１日資格喪失と

なっており、上記被保険者原票には、申立期間について申立人の記録が無く、健

康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月 18日から 49年 10月 25日まで 

私は、昭和 45年 10月 18日から 49年 10月 25日までＡ社に勤務していたが、

社会保険事務所に確認したところ申立期間について記録が無い旨の回答をも

らった。 

保険料控除の事実を確認できる給与明細書等の資料は無いが、申立期間、勤

務していたことは間違い無いので、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から、勤務した時期・期間は不明であるが、申立人がＡ社に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人の厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除につい

て当該事業所に照会したが、これらの事実を確認できる関連資料や証言を得るこ

とができなかった。 

また、社会保険庁の記録によると、当該事業所は昭和 46 年４月１日に厚生年

金保険の新規適用事業所となっており、申立期間のうち 45年 10月 18日から 46

年３月 31日までの期間は、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

さらに、複数の同僚に照会したが、申立人の申立内容を裏付ける証言を得るこ

とができなかった。 

加えて、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者原票を確認したところ、申立期間において申立人の記録は無い上、健

康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。



岩手厚生年金 事案 296 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から 23年 10月まで 

私は、昭和 20 年４月にＡ事業所（その後、Ｂ社Ｃ事業所）のＤ作業所に

同級生と一緒に入所し、23年 10月まで見習として働いた。 

給与明細書等の資料は無いが、申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が勤務したとする「Ａ事業所」及び「Ｄ

作業所」は厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる上、申立期間

当時、申立事業所を管轄していたＥ社及びＦ社のＡ事業所、その他類似する

名称においても厚生年金保険の適用事業所は見当たらない。 

また、Ｂ社の清算業務を継承したＧ社は、臨時雇用員等社会保険事務処理規

程の施行に伴い、昭和 38年 10月１日から臨時雇用員等を厚生年金保険に加入

させる取組が行われたと回答している。 

さらに、Ｂ社Ｃ事業所及びＨ事業所は、臨時雇用員等社会保険事務処理規程

の施行日と同日である昭和 38年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所となっ

ていることが確認できる。 

加えて、Ｉ共済組合によると、申立期間当時、Ｉ共済組合の加入対象となる

のは、役員・職員に限られており、申立人が供述する見習は臨時雇用員である

ため、共済組合の加入対象とならないとしている。 

その上、申立人が一緒に勤務したとしている複数の同僚について、申立期間

に係る厚生年金保険の加入記録は無く、当該同僚は既に他界しており、申立て

に係る証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年 12月 31日から 61年６月まで 

 私は、昭和 52 年１月から 62 年６月までＡ社に勤務していた。59 年 12 月

31日に健康保険と厚生年金保険を脱退すると説明があり、健康保険の任意継

続をしていたが、健康保険の納付書は会社へ提出し、保険料は会社が支払っ

ており、その間も引き続き厚生年金保険料を給与から控除されていた。その

ため、健康保険と厚生年金保険の両方に加入しているものだと思っていた。 

社会保険事務所で記録確認を行ったところ、申立期間の記録が無い旨の回

答を受けた。申立期間の給与明細書が１か月分あり、間違い無く勤務してい

たので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録より、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していた

ことは確認できる。また、申立人から提出された給与明細書に記載のある厚生

年金保険及び健康保険の保険料の控除額から、同明細書は昭和 60 年８月分給

与であると推認される。 

申立てに係る事業所はサービス業であり、当時は厚生年金保険が強制的に適

用される業種ではなかったため、当該事業所は昭和 43年 10月７日に、任意包

括適用事業所として加入したと推認される。しかし当該事業所において 59 年

12 月 31 日に厚生年金保険から脱退する旨の届出がなされており、申立期間に

おいて厚生年金保険の新規適用手続を再度行った記録は確認できない。 

また、申立人と同様に脱退後も給与から厚生年金保険料を控除されていたと

する同僚は、「自分の厚生年金保険加入記録が無かったことについて、当時の

経営者側に確認したところ、厚生年金保険料の名目で給与から控除していたも

のは、任意継続の健康保険料に充当させていたものであるとの説明があった」

との証言があった。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 298 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年５月１日から 45年４月１日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間については脱退手当金を支給済みで

あるとのことだった。 

私は脱退手当金を受給した記憶が無く納得できないので、年金額に反映し

てほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の請求

書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の

「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持している厚生年金保

険被保険者証には、当該表示が確認できることから、申立人の意思に基づかな

いで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

また、申立人の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに申立人に対する

脱退手当金の支給を疑わせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 299 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年５月から同年 10月まで 

    私は、Ａ社の現場で重機運転手として勤務していた。社会保険事務所に厚

生年金保険の加入期間について確認したところ、申立期間についての記録が

無い旨の回答を受けた。証拠となる給与明細書等は無いが、間違い無く勤務

したので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び申立人の供述から、申立人がＡ社に勤務していたことは

推認される。 

しかし、当該事業所に照会したところ、申立人に係る資料は保存していない

としており、申立内容を確認できる関連資料を得ることができなかった。 

また、当該事業所は、「通常、正社員は入社日から厚生年金保険に加入して

いたが、重機運転手については３か月の見習期間があった。また、臨時及び季

節的雇用の重機運転手は加入の対象としていなかった。雇用保険については勤

務形態や見習期間にかかわらず、入社と同時に加入していた。」と証言してお

り、当該事業所における申立人の雇用保険加入記録は平成２年５月 30 日から

同年７月 20日となっている。 

さらに、申立人から供述のあった複数の同僚に照会したところ、「重機運転

手は３か月の見習期間があり、その後、改めて本人に正社員になる意思がある

かを確認して厚生年金保険等の手続を行っていた。」との証言があった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 300 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年９月１日から 32年４月１日まで 

私は、昭和 29年から 34年までＡ社に勤務していたが、申立期間において

厚生年金保険の記録が無かった。間違い無く勤務していたので、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚や部下の証言により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかし、当該事業所は昭和 41年４月 30日に全喪し、代表取締役も既に死亡

しており、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について確認できる関

連資料や証言を得ることはできなかった。 

一方、申立人が申立期間当時、夜間講師としてＢ校に勤務していたと供述し

ているところ、私立学校教職員共済の記録によると、申立人は昭和 29 年１月

１日から 32 年４月１日まで私立学校教職員共済の加入者となっていることが

確認できる。 

また、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保險厚生年金保

険事業所別被保險者名簿を確認したところ、申立人の資格取得日は昭和 32 年

４月１日と記録されているほか、申立期間において申立人の記録が無い上、健

康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



岩手厚生年金 事案 301 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年１月ごろから 29年１月まで 

私は、昭和 26年から 30年までＡ社に勤めていたが、申立期間において厚

生年金保険の記録が無かった。間違い無く勤務していたので、厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は昭和 34 年８月１日に全喪し、代表取締役も既に死亡しており、申立

人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について確認できる関連資料や証言

を得ることはできなかった。 

また、申立人は当該事業所への入社の経緯について「当該事業所に勤務して

いた同級生に誘われたため」と供述しているが、申立期間において当該同級生

が厚生年金保険の資格を取得した記録が無く、同氏は既に死亡しており、他の

同僚からも申立人の申立内容を裏付ける関連資料や証言を得ることはできな

かった。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保險厚生年金

保險被保險者名簿によると、申立人の資格取得日は昭和 29年２月 21日、資格

喪失日は 30 年２月４日と記録されているほか、申立期間において申立人の記

録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年８月ごろから 37年３月ごろまで 

  ② 昭和 47年９月から 50年秋ごろまで 

私は、申立期間①についてはＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、申立期間②

についてはＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務していたが、厚生年金保険の加入記

録が無いとされた。 

厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

は無いが、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、Ｂ社に申立人に係る勤務実態や厚生年金

保険の適用について照会したが、申立期間当時の人事記録及び社会保険関係書

類等を保存しておらず、これらの事実を確認できる関連資料や証言を得ること

ができなかった。 

また、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者となって

いる複数の者に照会したが、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用について

証言を得ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿及び原票を確認したところ、申立期間において申立人の記録

が無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

Ｃ社に係る申立期間②については、申立人が記憶している同僚の証言により、

申立人がＣ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について、Ｄ社に照会

したが、同事業所は申立期間当時の経営母体とは異なるため不明と回答してお

り、申立内容を確認できる関連資料、証言を得ることができなかった。 



また、複数の同僚に照会したが、申立内容を確認できる関連資料や証言を得

ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿を確認したところ、申立期間において申立人の記録が無い上、

欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 303 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 62年９月まで 

私は昭和 55 年９月１日から平成３年３月 30 日までＡ社に勤務していた。

社会保険事務所の記録では、申立期間の標準報酬月額が 28 万円となってい

る。 

申立期間前後の標準報酬月額は 32 万円となっているので、申立期間につ

いても 32万円と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった昭和 61 年 11 月から 62 年２月までの給与明細書上

の保険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、社会保険事務所が記録する標

準報酬月額と同額の 28万円となっていることが確認できる。 

また、申立人が加入している健康保険組合及び厚生年金基金が記録する標準

報酬月額も、社会保険事務所が記録する標準報酬月額と一致しており、社会保

険事務所の記録に不自然さは見られない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 


